
昭
和
四
十
二
年
厚
生
省
令
第
二
十
二
号

戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則

戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
特
別
給
付
金
の
請
求
手
続
）

第
一
条
　
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
五
十
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
法
第
六
条
の
規
定
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
者

（
以
下
「
被
選
定
人
」
と
い
う
。
）
に
よ
つ
て
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
被
選
定
人
と
し
、
以
下
「
請
求
者
」
と
い
う
。
）
が
、
同
条
第
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一

号
、
同
条
第
五
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
二
、
同
条
第
六
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
三
、
同
条
第
七
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
四
、
同
条
第
八
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
五
、
同
条
第
九
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
六
、
同
条

第
十
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
七
、
同
条
第
十
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
八
、
同
条
第
十
二
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る

者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
九
、
同
条
第
十
三
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
十
に
よ
る
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
請
求
書
を
、
裁
定
機
関
（
厚
生
労
働
大
臣
又
は
戦

没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
二
年
政
令
第
百
八
十
八
号
）
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
の
裁
定
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

２
　
請
求
者
が
被
選
定
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
者
に
よ
つ
て
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
全
員
が
署
名
し
た
様
式
第
二
号
に
よ
る
請
求
者
選
定
届
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
請
求
者
（
法
附
則
第
三
十
項
、
第
三
十
五
項
、
第
四
十
二
項
、
第
四
十
九
項
、
第
五
十
六
項
又
は
第
六
十
三
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
法
第
三
条
第
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う

と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
請
求
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
遺
族
年
金
受
給
権
者
た
る
父
母
等
又
は
次
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
り
遺
族
年
金
受
給
権
者
た
る
父
母
等
と
み
な
さ
れ
る
者
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

イ
　
法
附
則
第
四
項
、
第
七
項
、
第
十
項
、
第
十
一
項
、
第
十
四
項
、
第
十
九
項
、
第
二
十
二
項
、
第
二
十
五
項
、
第
二
十
八
項
、
第
三
十
三
項
、
第
三
十
八
項
、
第
四
十
五
項
、
第
五
十
二
項
又
は
第
五
十
九
項

ロ
　
戦
傷
病
者
戦
没
者
遺
族
等
援
護
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
六
十
一
号
）
附
則
第
四
条
の
三
第
一
項

ハ
　
恩
給
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
九
十
一
号
）
附
則
第
十
六
条
の
三
第
一
項

二
　
請
求
者
に
つ
い
て
、
死
亡
し
た
者
の
死
亡
の
当
時
そ
の
死
亡
し
た
者
以
外
に
子
又
は
孫
（
請
求
者
が
法
第
二
条
の
二
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
請
求
者
と
氏
を
同
じ
く
す
る
子
又
は
孫
と
す
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
が
な
く
、
か
つ
、
そ
の
後
昭
和
四
十
二
年
三
月
三
十
一
日
（
法
第
二
条
の
二
の
規
定
に
該
当
す
る
者
に
あ
つ
て
は
昭
和
四
十
四
年
九
月
三
十
日
と
し
、
前
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
り
遺
族
年
金
受
給
権
者
た
る
父
母
等
と
み

な
さ
れ
る
者
に
あ
つ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
同
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前
日
と
す
る
。
）
ま
で
の
間
に
法
第
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
を
有
す
る
に
至
ら
な
か
つ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る

書
類

三
　
法
第
二
条
の
二
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
死
亡
し
た
者
に
係
る
戦
没
者
の
父
母
等
が
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

４
　
請
求
者
が
法
附
則
第
三
十
項
、
第
三
十
五
項
、
第
四
十
二
項
、
第
四
十
九
項
、
第
五
十
六
項
又
は
第
六
十
三
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
と
し
て
法
第
三
条
第
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
、
第
一
項

に
規
定
す
る
請
求
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
死
亡
し
た
者
の
死
亡
の
日
及
び
そ
の
者
が
死
亡
に
よ
り
除
籍
さ
れ
た
日
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

二
　
法
附
則
第
三
十
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
五
十
五
年
十
二
月
一
日
、
法
附
則
第
三
十
五
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
五
十
六
年
十
月
一
日
、
法
附
則
第
四
十
二
項
の
規
定
に
該
当
す

る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
五
十
八
年
四
月
一
日
、
法
附
則
第
四
十
九
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
五
年
四
月
一
日
、
法
附
則
第
五
十
六
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
十
五
年
四
月
一
日
、

法
附
則
第
六
十
三
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
に
お
い
て
法
第
三
条
第
五
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

三
　
請
求
者
に
つ
い
て
、
死
亡
し
た
者
が
死
亡
に
よ
り
除
籍
さ
れ
た
当
時
（
以
下
「
除
籍
時
」
と
い
う
。
）
か
ら
法
附
則
第
三
十
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
昭
和
五
十
五
年
十
一
月
三
十
日
、
法
附
則
第
三
十

五
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
昭
和
五
十
七
年
九
月
三
十
日
、
法
附
則
第
四
十
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
昭
和
五
十
八
年
九
月
三
十
日
、
法
附
則
第
四
十
九
項
の
規
定
に
該
当

す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
平
成
五
年
九
月
三
十
日
、
法
附
則
第
五
十
六
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
平
成
十
五
年
九
月
三
十
日
法
附
則
第
六
十
三
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て

は
平
成
二
十
五
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
請
求
者
と
氏
を
同
じ
く
す
る
法
第
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
（
法
附
則
第
四
十
二
項
、
第
四
十
九
項
又
は
第
五
十
六
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ

つ
て
は
法
第
三
条
第
五
項
の
子
又
は
孫
と
す
る
。
）
を
有
す
る
に
至
ら
な
か
つ
た
者
で
あ
つ
て
、
当
該
死
亡
し
た
者
の
除
籍
時
に
氏
を
同
じ
く
す
る
子
も
孫
も
い
な
か
つ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

四
　
他
の
事
由
に
よ
り
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
取
得
し
た
こ
と
が
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

五
　
死
亡
者
の
死
亡
に
関
し
他
に
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
者
が
い
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

５
　
請
求
者
（
法
附
則
第
十
七
項
、
第
四
十
項
、
第
四
十
七
項
、
第
五
十
四
項
又
は
第
六
十
一
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
法
第
三
条
第
五
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る

と
き
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
請
求
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
法
第
三
条
第
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
取
得
し
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

二
　
前
号
の
権
利
を
取
得
し
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
た
日
に
お
い
て
法
第
三
条
第
五
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

三
　
請
求
者
に
つ
い
て
、
第
一
号
の
権
利
を
取
得
し
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
す
る
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
、
そ
の
者
と
氏
を
同
じ
く
す
る
法
第
三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
を
有
す
る
に
至
ら
な
か
つ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類

６
　
請
求
者
が
法
附
則
第
十
七
項
、
第
四
十
項
、
第
四
十
七
項
、
第
五
十
四
項
又
は
第
六
十
一
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
と
し
て
法
第
三
条
第
五
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
請
求

書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
死
亡
し
た
者
の
死
亡
の
原
因
が
昭
和
六
年
九
月
十
八
日
か
ら
昭
和
十
二
年
七
月
六
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
傷
病
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

二
　
死
亡
し
た
者
の
死
亡
の
日
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

1



三
　
法
附
則
第
十
七
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
四
十
九
年
十
月
一
日
、
法
附
則
第
四
十
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
五
十
八
年
四
月
一
日
、
法
附
則
第
四
十
七
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者

で
あ
る
場
合
に
は
平
成
五
年
四
月
一
日
、
法
附
則
第
五
十
四
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
十
五
年
四
月
一
日
、
法
附
則
第
六
十
一
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
に
お

い
て
、
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
給
付
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
者
（
同
条
第
三
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
を
含
む
。
）
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

四
　
請
求
者
に
つ
い
て
、
死
亡
し
た
者
の
死
亡
の
当
時
そ
の
死
亡
し
た
者
以
外
の
子
又
は
孫
の
う
ち
に
請
求
者
と
氏
を
同
じ
く
す
る
子
又
は
孫
が
な
く
、
か
つ
、
そ
の
後
法
附
則
第
十
七
項
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
四

十
九
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
氏
を
同
じ
く
す
る
法
第
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
、
法
附
則
第
四
十
項
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
昭
和
五
十
八
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
氏
を
同
じ
く
す
る
法
第

三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
、
法
附
則
第
四
十
七
項
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
五
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
氏
を
同
じ
く
す
る
法
第
三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
、
法
附
則
第
五
十
四
項
に
該
当
す

る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
十
五
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
氏
を
同
じ
く
す
る
法
第
三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
、
法
附
則
第
六
十
一
項
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
は
平
成
二
十
五
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
氏

を
同
じ
く
す
る
法
第
三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
子
又
は
孫
を
有
す
る
に
至
ら
な
か
つ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

７
　
法
第
三
条
第
六
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
五
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

８
　
法
第
三
条
第
七
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
六
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

９
　
法
第
三
条
第
八
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
七
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

10
　
法
第
三
条
第
九
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
八
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

11
　
法
第
三
条
第
十
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
九
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

12
　
法
第
三
条
第
十
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
十
項
」
と
読
み
替
え
る
も

の
と
す
る
。

13
　
法
第
三
条
第
十
二
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
十
一
項
」
と
読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。

14
　
法
第
三
条
第
十
三
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
第
五
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
中
「
法
第
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
条
第
十
二
項
」
と
読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。

第
二
条
　
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
相
続
人
は
、
前
条
に
規
定
す
る
請
求
書
及
び
添
付
書
類
に
、
戸
籍
の
謄
本
そ
の
他
そ
の
者
が
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
者
の
相
続
人
で
あ
る

こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
て
、
裁
定
機
関
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
順
位
の
相
続
人
が
数
人
あ
る
と
き
は
、
前
項
に
規
定
す
る
書
類
に
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
相
続
人
と
し
て
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
他
の
同
順
位
の
相
続
人
の
同
意
書

二
　
前
号
の
同
意
書
が
提
出
で
き
な
い
場
合
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
類

（
裁
定
の
通
知
）

第
三
条
　
裁
定
機
関
は
、
請
求
者
が
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
も
の
と
裁
定
し
た
と
き
は
、
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
裁
定
通
知
書
（
様
式
第
三
号
）
を
請
求
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
裁
定
機
関
は
、
請
求
者
が
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
有
し
な
い
も
の
と
裁
定
し
た
と
き
は
、
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
却
下
通
知
書
（
様
式
第
四
号
）
を
請
求
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
請
求
書
等
の
経
由
）

第
四
条
　
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
請
求
書
は
、
請
求
者
の
居
住
地
の
市
町
村
長
（
特
別
区
に
あ
つ
て
は
、
区
長
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
都
道
府
県
知
事
を
順
次
経
由
し
て
、
裁
定
機
関
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
く
申
請
に
係
る
申
請
書
は
、
申
請
者
の
居
住
地
の
市
町
村
長
、
都
道
府
県
知
事
、
裁
定
機
関
を
順
次
経
由
し
て
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

３
　
法
第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
く
届
出
に
係
る
届
出
書
は
、
届
出
者
の
居
住
地
の
都
道
府
県
知
事
を
経
由
し
て
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

（
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
に
よ
る
手
続
）

第
五
条
　
第
一
条
第
一
項
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
様
式
第
一
号
、
様
式
第
一
号
の
二
、
様
式
第
一
号
の
三
、
様
式
第
一
号
の
四
、
様
式
第
一
号
の
五
、
様
式
第
一
号
の
六
、
様
式
第
一
号
の
七
、
様
式
第
一
号
の
八
、
様
式
第
一
号
の

九
又
は
様
式
第
一
号
の
十
に
よ
る
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
請
求
書
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
書
類
の
各
欄
に
掲
げ
る
事
項
を
記
録
し
た
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
並
び
に
請
求
者
の
氏
名
及
び
住
所
並
び
に

請
求
の
趣
旨
及
び
そ
の
年
月
日
を
記
載
し
た
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
前
項
に
規
定
す
る
請
求
者
の
氏
名
の
記
載
に
つ
い
て
は
、
記
名
押
印
又
は
自
筆
に
よ
る
署
名
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
の
構
造
）

第
六
条
　
前
条
第
一
項
の
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
は
、
産
業
標
準
化
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
に
基
づ
く
日
本
産
業
規
格
（
以
下
「
日
本
産
業
規
格
」
と
い
う
。
）
Ｘ
六
二
二
三
号
に
適
合
す
る
九
十
ミ
リ
メ
ー
ト
ル

フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
カ
ー
ト
リ
ッ
ジ
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
へ
の
記
録
方
式
）

第
七
条
　
第
五
条
第
一
項
の
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
へ
の
記
録
は
、
次
に
掲
げ
る
方
式
に
従
つ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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一
　
ト
ラ
ッ
ク
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に
つ
い
て
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
工
業
標
準
化
法
に
基
づ
く
日
本
工
業
規
格
Ｘ
六
二
二
四
号
又
は

日
本
産
業
規
格
Ｘ
六
二
二
五
号
に
規
定
す
る
方
式

二
　
ボ
リ
ュ
ー
ム
及
び
フ
ァ
イ
ル
構
成
に
つ
い
て
は
、
日
本
産
業
規
格
Ｘ
〇
六
〇
五
号
に
規
定
す
る
方
式

（
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
に
貼
り
付
け
る
書
面
）

第
八
条
　
第
五
条
第
一
項
の
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
に
は
、
日
本
産
業
規
格
Ｘ
六
二
二
三
号
に
規
定
す
る
ラ
ベ
ル
領
域
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
貼
り
付
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
請
求
者
の
氏
名

二
　
請
求
年
月
日

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
三
年
五
月
一
日
厚
生
省
令
第
一
三
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
戦
傷
病
者
戦
没
者
遺
族
等
援
護
法
施
行
規
則
、
引
揚
者
給
付
金
等
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
没
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
没
者
等
の
遺
族
に

対
す
る
特
別
弔
慰
金
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
傷
病
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
又
は
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
（
以
下
「
遺
族
援
護
法
施
行
規
則
等
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に

基
づ
い
て
那
覇
日
本
政
府
南
方
連
絡
事
務
所
長
に
対
し
て
さ
れ
て
い
る
手
続
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
遺
族
援
護
法
施
行
規
則
等
の
相
当
規
定
に
基
づ
い
て
、
日
本
政
府
沖
縄
事
務
所
長
に
対
し
て
さ
れ
た
手
続
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
四
年
八
月
二
一
日
厚
生
省
令
第
二
二
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
四
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
五
年
五
月
一
日
厚
生
省
令
第
一
八
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
戦
傷
病
者
戦
没
者
遺
族
等
援
護
法
施
行
規
則
、
引
揚
者
給
付
金
等
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
没
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
没
者
等
の
遺
族
に

対
す
る
特
別
弔
慰
金
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
傷
病
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
又
は
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
（
以
下
「
遺
族
援
護
法
施
行
規
則
等
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に

基
づ
い
て
日
本
政
府
沖
縄
事
務
所
長
に
対
し
て
さ
れ
て
い
る
手
続
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
遺
族
援
護
法
施
行
規
則
等
の
相
当
規
定
に
基
づ
い
て
、
沖
縄
事
務
局
長
に
対
し
て
さ
れ
た
手
続
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
五
年
六
月
一
九
日
厚
生
省
令
第
三
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
七
年
五
月
一
五
日
厚
生
省
令
第
二
三
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
戦
傷
病
者
戦
没
者
遺
族
等
援
護
法
施
行
規
則
、
未
帰
還
者
留
守
家
族
等
援
護
法
施
行
規
則
、
引
揚
者
給
付
金
等
支
給
法
施
行
規
則
、
未
帰
還
者
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施

行
規
則
、
戦
没
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
傷
病
者
特
別
援
護
法
施
行
規
則
、
戦
没
者
等
の
遺
族
に
対
す
る
特
別
弔
慰
金
支
給
法
施
行
規
則
、
戦
傷
病
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規

則
、
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
又
は
戦
傷
病
者
戦
没
者
遺
族
等
援
護
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
関
す
る
省
令
（
以
下
「
遺
族
援
護
法
施
行
規
則
等
」

と
い
う
。
）
の
規
定
に
基
づ
い
て
琉
球
政
府
の
当
局
又
は
沖
縄
事
務
局
長
に
対
し
て
さ
れ
て
い
る
手
続
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
遺
族
援
護
法
施
行
規
則
等
の
相
当
規
定
に
基
づ
い
て
、
沖
縄
県
知
事
に
対
し
て
さ
れ
た
手
続
と

み
な
す
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
八
年
七
月
二
四
日
厚
生
省
令
第
二
七
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
五
十
七
号
）
附
則
第
十
項
又
は
附
則
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
遺
族
年
金
受
給
権
者
た
る
父
母
等
と
み
な
さ
れ
る
者

又
は
そ
の
者
の
相
続
人
が
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
第
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
同
項
の
請
求
書
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
第
二
項
第
三
号
中
「
昭

和
四
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
と
あ
り
、
及
び
同
条
第
三
項
第
一
号
中
「
昭
和
四
十
四
年
九
月
三
十
日
」
と
あ
る
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
昭
和
四
十
八
年
九
月
三
十
日
」
と
す
る
。

３
　
昭
和
四
十
二
年
四
月
一
日
に
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
に
よ
る
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
取
得
し
た
者
に
関
し
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行

規
則
第
一
条
第
四
項
の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
五
年
」
と
あ
る
の
は
、
「
六
年
」
と
す
る
。

４
　
昭
和
四
十
二
年
十
月
一
日
に
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
に
よ
る
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
を
取
得
し
た
者
に
関
し
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行

規
則
第
一
条
第
四
項
の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
五
年
」
と
あ
る
の
は
、
「
五
年
六
月
」
と
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
九
年
六
月
二
七
日
厚
生
省
令
第
二
五
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
九
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
五
十
七
号
）
附
則
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
遺
族
年
金
受
給
権
者
た
る
父
母
等
と
み
な
さ
れ
る
者
又
は
そ
の
者
の
相

続
人
が
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
第
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
同
項
の
請
求
書
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
第
二
項
第
三
号
中
「
昭
和
四
十
二
年
三

月
三
十
一
日
」
と
あ
り
、
及
び
同
条
第
三
項
第
一
号
中
「
昭
和
四
十
四
年
九
月
三
十
日
」
と
あ
る
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
昭
和
四
十
九
年
九
月
三
十
日
」
と
す
る
。
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附
　
則
　
（
昭
和
五
三
年
四
月
二
八
日
厚
生
省
令
第
二
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
五
五
年
一
一
月
二
九
日
厚
生
省
令
第
四
六
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
五
十
五
年
十
二
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
五
八
年
五
月
四
日
厚
生
省
令
第
二
四
号
）

（
施
行
期
日
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
〇
年
三
月
三
〇
日
厚
生
省
令
第
一
八
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
六
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
二
年
三
月
二
八
日
厚
生
省
令
第
二
〇
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
六
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
三
年
五
月
二
四
日
厚
生
省
令
第
三
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
元
年
三
月
二
四
日
厚
生
省
令
第
一
〇
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
以
下
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

３
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
及
び
板
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
省
令
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
省
令
に
よ
り
改
正
さ
れ
た
規
定
で
あ
っ
て
改
正
後
の
様
式
に
よ
り
記
載
す
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
五
年
五
月
一
九
日
厚
生
省
令
第
二
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
及
び
第
四
条
の
規
定
は
、
平
成
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
三
月
二
七
日
厚
生
省
令
第
三
八
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
一
月
一
一
日
厚
生
省
令
第
六
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
三
月
二
六
日
厚
生
省
令
第
二
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
一
六
日
厚
生
省
令
第
二
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
二
七
日
厚
生
省
令
第
三
九
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
〇
月
二
〇
日
厚
生
省
令
第
一
二
七
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
一
月
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
）

３
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

４
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
三
月
三
一
日
厚
生
労
働
省
令
第
六
八
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
中
戦
没
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
第
一
条
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
中
「
様
式
第
一
号
の
七
）
」
の
下
に
「
、
法
第
三
条
第

五
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
八
」
を
加
え
る
部
分
及
び
同
条
に
一
項
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
同
令
様
式
第
一
号
の
三
及
び
様
式
第
一
号
の
五
の
改
正
規
定
並
び
に
第
二
条
中
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戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
第
一
条
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
中
「
様
式
第
一
号
の
七
」
の
下
に
「
、
同
条
第
十
一
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
八
」

を
加
え
る
部
分
、
同
条
第
十
一
項
中
「
第
三
条
第
十
項
」
を
「
法
第
三
条
第
十
項
」
に
改
め
る
部
分
及
び
同
条
に
一
項
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
は
同
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
一
月
二
六
日
厚
生
労
働
省
令
第
七
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
四
月
一
日
厚
生
労
働
省
令
第
七
四
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

３
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
九
年
九
月
二
五
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
一
二
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
九
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
十
一
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
様
式
第
一
号
か
ら
様
式
第
一
号
の
八
ま
で
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り

使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
様
式
第
一
号
か
ら
様
式
第
一
号
の
八
ま
で
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
四
月
一
八
日
厚
生
労
働
省
令
第
九
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
五
年
六
月
一
二
日
厚
生
労
働
省
令
第
八
〇
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
中
戦
没
者
等
の
妻
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
第
一
条
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
中
「
様
式
第
一
号
の
九
）
」
の
下
に
「
、
法
第
三
条
第
六
項
の
特
別

給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
十
」
を
加
え
る
部
分
及
び
同
条
に
一
項
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
第
二
条
中
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
施
行
規
則
第
一
条
の
改
正
規
定

（
同
条
第
一
項
中
「
様
式
第
一
号
の
九
」
の
下
に
「
、
同
条
第
十
三
項
の
特
別
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
る
と
き
は
様
式
第
一
号
の
十
」
を
加
え
る
部
分
、
同
条
に
一
項
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
は
平
成
二
十
五
年
十
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
七
年
九
月
二
九
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
五
〇
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
番
号
利
用
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
七
年
十
月
五
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
　
第
六
条
、
第
八
条
か
ら
第
十
条
ま
で
、
第
十
二
条
、
第
十
三
条
、
第
十
五
条
、
第
十
七
条
、
第
十
九
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で
及
び
第
三
十
一
条
か
ら
第
三
十
八
条
ま
で
の
規
定
　
番
号
利
用
法
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る

規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
八
年
一
月
一
日
）

（
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
九
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
提
出
さ
れ
て
い
る
第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
施
行
規
則
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類

は
、
同
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
施
行
規
則
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
二
月
二
五
日
厚
生
労
働
省
令
第
二
五
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
行
政
不
服
審
査
法
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
六
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
五
月
七
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

5



（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
で
定
め
る
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
で
定
め
る
様
式
に
よ
る
も
の
と

み
な
す
。

２
　
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
合
理
的
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
内
で
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
六
月
二
八
日
厚
生
労
働
省
令
第
二
〇
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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様
式
第
一
号
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

       

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書  3－ 03 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  
 

フリガナ    
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正     年    月    日  
 ３  昭和  

氏   名  
 
 

 
 

もとの身分  
 
 

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年    月    日  

除籍時の  
本  籍  等  

 
 

 
請  
 
 

求  
 
 

者  
 

フリガナ    

生  年  月  日  

※１明治  
 ２大正  
 ３昭和  
 ４平成  
 ５令和  

年   月   日  

氏   名  
 
 

 
 

戦没者等との続柄    

フリガナ   

住   所   

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ    
死亡年月日  

※１昭和  
 ２平成  
 ３令和  

年   月   日  

氏   名    
戦没者等との続柄  

  

 
 

代  
理  
人  
等  

 

フリガナ    
区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等   ３成年後見人等  
 

氏   名  
  
 

  
 

フリガナ    

住   所  
  

国債の受領を市区町村長に委任した場合はその市区町村長名  

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦 没 者 の 父 母 等

が 受 け て い る  

給 付 の 種 別  

 

※  01 公務扶助料   12 特例遺族年金       32 郵政省共済組合殉職年金  

  02 特例扶助料   21 遺族給与金            33 国鉄共済組合殉職年金  

  11 遺族年金    22 特例遺族給与金       34 日本電信電話公社共済組合殉職年金  

                   31 旧令共済組合殉職年金     

受 け て い な い 場

合 は そ の 理 由  
 

遺族国庫債券（弔慰金）を受け

た 者 が い る か い な い か の 別 

※  

  １  いる   

  ２  いない  

受けた者の氏名及び戦没者等との続柄  

 

 
上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  

   
令和   年   月   日                     電話            

                             
                            氏名                    印  

 厚  生  労  働  大  臣  
         知  事                       殿  
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（裏面）  
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､

「海軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくださ

い。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の欄の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店、支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
７  「受けていない場合はその理由」の欄は、たとえば「戦没者の妻が公務扶助料を受け、  
 その扶養遺族となっているため」のように記載してください。  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
二
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の二（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

    

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（継続）  3－ 05 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  
 

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正   年   月   日  
 ３  昭和  氏   名  

   
 

もとの身分  
  
 

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年   月   日  

除籍時の  
本  籍  等  

  

 
請  
 
 

求  
 
 

者  
 

フリガナ      

生  年  月  日  

※１明治  
 ２大正  
 ３昭和  
 ４平成  
 ５令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 

  
 

戦没者等との続柄    

フリガナ   

住   所  
 

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死 亡 年 月 日   

※１昭和       
２平成  
３令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 
 

  
 

戦没者等との続柄   

代  
理  
人  
等  

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等   ３成年後見人等  

氏   名  
  
 

  
 

フリガナ    

住   所  
  

国債の受領を市区町村長に委任した場合はその市区町村長名   

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母等
が 受 け て い る  
給 付 の 種 別  

 
※  01 公務扶助料   12 特例遺族年金      32 郵政省共済組合殉職年金  
  02 特例扶助料   21 遺族給与金           33 国鉄共済組合殉職年金  
  11 遺族年金    22 特例遺族給与金      34 日本電信電話公社共済組合  
                   31 旧令共済組合殉職年金   殉職年金  
 

受けていない場
合 は そ の 理 由  

 

第三回特別給付金国庫債
券（額面金額 10 万円）を
受けたか受けないかの別  

※１  受けた（  号）  請 求 当 時 の 住 所  
都道      市区  
府県      町村  

 ２  受けない  そ の 理 由  
 

  
上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  

 
  令和   年   月   日                  電話            
                                                        

氏名                   印  
  

厚生労働大臣  
    知事                        殿  
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（裏面）  
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､

「海軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくだ  
 さい。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の欄の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店、支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
７  「受けていない場合はその理由」の欄は、たとえば「戦没者の妻が公務扶助料を受け、  
 その扶養遺族となっているため」のように記載してください。  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
三
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の三（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

                       

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（再継続）  3－ 07 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  
 

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正   年   月   日  
 ３  昭和  氏   名  

  
 

  
 

もとの身分  
  
 
 

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年   月   日  

除籍時の  
本  籍  等  

  
 

 
請  
 
 

求  
 
 

者  
 

フリガナ      

生  年  月  日  

※１明治  
 ２大正  
 ３昭和  
 ４平成  
 ５令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 

  
 

戦没者等との続柄    

フリガナ   

住   所  
  

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死 亡 年 月 日   

※１昭和  
２平成  
３令和  

年   月   日  

氏   名  

    
 

戦没者等との続柄  
 

代  
理  
人  
等  

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等   ３成年後見人等  

氏   名  
  
 

  
 

フリガナ    

住   所  
  

国債の受領を市区町村長に委任した場合はその市区町村長名   

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母等
が 受 け て い る  
給 付 の 種 別  

 

※  01 公務扶助料   12 特例遺族年金      32 郵政省共済組合殉職年金  
  02 特例扶助料   21 遺族給与金           33 国鉄共済組合殉職年金  
  11 遺族年金    22 特例遺族給与金      34 日本電信電話公社共済組合  
                   31 旧令共済組合殉職年金   殉職年金  

受けていない場
合 は そ の 理 由  

 

第五回特別給付金国庫債
券（額面金額 30 万円）を
受けたか受けないかの別  

※１  受けた（  号）  請 求 当 時 の 住 所  
都道      市区  
府県      町村  

 ２  受けない  そ の 理 由  
 

 
上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  
  

令和   年   月   日                     電話            
   
                                                      氏名                    ○印  
 厚生労働大臣  
     知事                          殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､「海  
 軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくだ 
 さい。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の欄の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店、支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
７  「受けていない場合はその理由」の欄は、たとえば「戦没者の妻が公務扶助料を受け、  
 その扶養遺族となっているため」のように記載してください。  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
四
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の四（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

   

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（再々継続）  3－ 09 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  
 

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
２  大正     年    月    日  
３  昭和  氏   名  

  
 

  
 

もとの身分  
  
 
 

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
２  平成  
３  令和  

年    月    日  

除籍時の  
本  籍  等  

  

 
請  
 
 

求  
 
 

者  
 

フリガナ      

生  年  月  日  

※１明治  
 ２大正  
 ３昭和  
 ４平成  
 ５令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 

  
 

戦没者等との続柄    

フリガナ   

住   所  
 

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死 亡 年 月 日   

※１昭和  
 ２平成  
 ３令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 
 

  
 
 

戦没者等との続柄  
 

 
 

代  
理  
人  
等  

 

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等   ３成年後見人等  

氏   名  
  
 

  
 

フリガナ    

住   所  

  

国債の受領を市区町村長に委任した場合はその市区町村長名  
 

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母等
が 受 け て い る  
給 付 の 種 別  

※  01 公務扶助料   12 特例遺族年金      32 郵政省共済組合殉職年金  
  02 特例扶助料   21 遺族給与金           33 国鉄共済組合殉職年金  
  11 遺族年金    22 特例遺族給与金      34 日本電信電話公社共済組合  
                   31 旧令共済組合殉職年金   殉職年金  

受けていない場
合 は そ の 理 由  

 

第七回特別給付金国庫債
券（額面金額 60 万円）を
受けたか受けないかの別  

※１  受けた（  号）  請 求 当 時 の 住 所  
都道      市区  
府県      町村  

 ２  受けない  そ の 理 由  
 

  
上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  

 
  令和   年   月   日                     電話            
  
                                                       氏名                    ○印  
  厚生労働大臣  
      知事                      殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､「海  
 軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくだ  
 さい。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の欄の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店、支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
７  「受けていない場合はその理由」の欄は、たとえば「戦没者の妻が公務扶助料を受け、  
 その扶養遺族となっているため」のように記載してください  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
五
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の五（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

           

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（ 4 回目継続）  3－ 14 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正   年   月   日  
 ３  昭和  氏   名    

もとの身分  
  

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年   月   日  

除籍時の  
本  籍  等  

  
 

 
請  
 
 

求  
 
 

者  

フリガナ      

生  年  月  日  

※１明治  
 ２大正  
 ３昭和  
 ４平成  
 ５令和  

年  月  日  

氏   名  

  
 

 

戦没者等との続柄    

フリガナ   〒  

住   所  
  
 電話  

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死 亡 年 月 日   

※１昭和  
 ２平成  
 ３令和  

年  月  日  

氏   名  

  
 

  
 

戦没者等との続柄  
  

代  
理  
人  
等  

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人  ２親権者等  ３成年後見人等  

氏   名  
  
 

  
 

フリガナ    〒  

住   所  
  

電話  

国債の受領を市区町村長に委任した場合はその市区町村長名   

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母等
が受けている給
付の有無及び受
けている場合の
給 付 の 種 別  

※  01 公務扶助料   21 遺族給与金       33 国鉄共済組合殉職年金  
  02 特例扶助料   22 特例遺族給与金         34 日本電信電話共済組合  
  11 遺族年金    31 旧令共済組合殉職年金    殉職年金  
  12 特例遺族年金  32 郵政省共済組合殉職年金   
 
  00 受けていない  

第九回特別給付金国庫債
券（額面金額 60 万円）を
受けたか受けないかの別  

※１  受けた（  号）  
 ２  受けない  

受 け た 場 合 の  
請 求 当 時 の 住 所  

 
都道      市区  
府県      町村  

  
上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  

 
  令和   年   月   日                        
 
                                                        氏名                   ○印  
 
  厚生労働大臣  
      知事                            殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､「海  
 軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくだ 
 さい。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の欄の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債受領希望取扱店名」の欄は、国債の受領を市区町村長に委任した場合には記載 し  
    ないでください。  
７  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店､支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  

 

 
 

 

16



様
式
第
一
号
の
六
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の六（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

           

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（ 5 回目継続）  ３－ 16 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正    年   月   日  
 ３  昭和  氏   名     

もとの身分  
  

死  亡  
年月日  

※１  昭和      
 ２  平成  
 ３  令和  

年   月   日  

除籍時の  
本  籍  等  

 

請  
 
 

求  
 
 

者  

フリガナ      

生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正  
 ３  昭和  
 ４  平成  
 ５  令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 
 
 
 

  
 
 
 
 

戦没者等との続柄  
  
 

フリガナ    〒  

住   所  
 

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死亡年月日  

１平成    
２令和  

年  月  日  

氏   名  

  
 
 

  
 
 

戦没者等との続柄  
  
 

代  
理  
人  
等  

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人  ２親権者等  ３成年後見人等  
 氏   名  

  
 

  
 

フリガナ    〒  

住   所  
  

国債の受領を市区町村長に委任した場合はその市区町村長名  
 

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母  
等が受けてい  
る給付の有無  
及び受けてい  
る場合の給付  
の種別  

※  01 公務扶助料   21 遺族給与金       33 日本鉄道共済組合殉  
  02 特例扶助料   22 特例遺族給与金             職年金  
  11 遺族年金    31 旧令共済組合殉職年金  34 日本電信電話共済組  
  12 特例遺族年金  32 郵政省共済組合殉職年金   合殉職年金  
  90 受けていない  

第 十 四 回 特 別 給 付 金国 庫 債 券 （ 額 面 金 額 75 万 円 ） を 
受 け た か 受 け な い か の 別 

※  １  受けた  ２  受けない  

上記国庫債券を受けた場合  

裁定通知書の
記号及び番号  

     親Ｅ裁定  
第          号  

国債の記号          号  

    請求当時の住所  
              都道      市区  
              府県      町村  

  
上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  

   
令和   年   月   日                     電話           

      
                                                 氏名                     ○印  

  厚生労働大臣  
      知事                       殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､「海  
 軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくだ  
 さい。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債受領希望取扱店名」の欄は、国債の受領を市区町村長に委任した場合には記載し  
    ないでください。  
７  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店､支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
七
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の七（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

           

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（６回目継続）  ３－ 19 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正   年     月     日  
 ３  昭和  氏   名      

もとの身分  
  
 

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年    月    日  

除籍時の  
本  籍  等  

  

請  
 
 

求  
 
 

者  

フリガナ      

生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正  
 ３  昭和  
 ４  平成  
 ５  令和  

年   月   日  

氏   名  

   
 

戦没者等との続柄  
  
 

フリガナ    〒  

住   所  
 
 

個 人 番 号              

被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死亡年月日  

１平成  
２令和  

年  月  日  

氏   名  

  
 
 

  
 
 

戦没者等との続柄  
  
 

代  
理  
人  
等  

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等    
 ３成年後見人等  氏   名  

  
 

  
 

フリガナ    〒  

住   所  
 
 

国 債 の 受 領 を 市 区 町 村 長 に 委 任 し た 場 合 は 
そ の 市 区 町 村 長 名 

 

国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母  
等が受けてい  
る給付の有無  
及び受けてい  
る場合の給付  
の種別  

※  01 公務扶助料   21 遺族給与金       33 日本鉄道共済組合殉  
  02 特例扶助料   22 特例遺族給与金             職年金  
  11 遺族年金    31 旧令共済組合殉職年金  34 日本電信電話共済組  
  12 特例遺族年金  32 郵政省共済組合殉職年金   合殉職年金  
  90 受けていない  

第 十 六 回 特 別 給 付 金国 庫 債 券 （ 額 面 金 額 90 万 円 ） を 
受 け た か 受 け な い か の 別 

※  １  受けた  ２  受けない  

上記国庫債券を受けた場合  

裁定通知書の
記号及び番号  

     親Ｆ裁定  
第          号  

国債の記号          号  

    請求当時の住所  

              都道      市区  
              府県      町村  

 
 上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  
 
  令和   年   月   日                   電話            
 
                                                    氏名                    ○印  
  厚生労働大臣  
      知事                      殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  「もとの身分」の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技手｣､「海  
 軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  「除籍時の本籍等」の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、  
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  「請求者」の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してくだ  
 さい。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、「請求者」の欄に相続人の氏名等  
 を記載するとともに、「被相続人」の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。  
 ただし、「請求者」の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  「代理人等」の欄は、「請求者」の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してく  
 ださい。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  「国債受領希望取扱店名」の欄は、国債の受領を市区町村長に委任した場合には記載し  
    ないでください。  
７  「国債の償還金の希望支払場所」の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する  
 日本銀行の本店､支店、代理店又は国債代理店の名称を記載してください。  
８  最下欄の氏名は、「請求者」の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年  
 後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。なお、自署の場合は、  
 押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
八
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の八（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

                      

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（ 7 回目継続）  3－ 21 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
２  大正    年   月   日  
３  昭和  

 
氏   名  

  
 

  
 

①もとの身分  

  
 
 

死  亡  
年月日  

※１  昭和  
２  平成  
３  令和  

年   月   日  

②除籍時の  
本  籍  等  

 

③  
 

請  
 

求  
 

者  

フリガナ      

生  年  
月  日  

※１  明治  
２  大正  
３  昭和  
４  平成  
５  令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 

  
 
 

戦没者等との続柄    

フリガナ    〒  

住   所  
 

個 人 番 号              

④
被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死亡年月日  

１平成  
２令和  

年  月  日  
 

氏   名  
 

  
 
 

  
 
 戦没者等との続柄  

  
 

⑤  
代  
理  
人  
等  

フリガナ      
区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等    
 ３成年後見人等  氏   名     

フリガナ   
〒  

住   所  
 

 

国 債 の 受 領 を 市 区 町 村 長 に 委 任 し た 場 合 は  
そ の 市 区 町 村 長 名  

 

⑥ 国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

⑦ 国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母  
等が受けてい  
る給付の有無  
及び受けてい  
る場合の給付  
の種別  

※  01 公務扶助料   21 遺族給与金       33 日本鉄道共済組合殉  
  02 特例扶助料   22 特例遺族給与金             職年金  
  11 遺族年金    31 旧令共済組合殉職年金  34 日本電信電話共済組  
  12 特例遺族年金  32 郵政省共済組合殉職年金   合殉職年金  
   
  90 受けていない  

第 十 九 回 特 別 給 付 金 国 庫 債 券 (額 面 金 額 1 00 万 円 )を 

受 け た か 受 け な い か の 別 
※  １  受けた  ２  受けない  

上記国庫債券を受けた場合  

裁定通知書の
記号及び番号  

     親Ｇ裁定  
第          号  

国債の記号          号  

  請  求  当  時  の  住  所  

  都道       市区  
  府県       町村  

 
 上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  
 
  令和   年   月   日                     電話           
  
                                                       氏名                   ○印  
 
  厚生労働大臣  
      知事                           殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  ①の欄は、たとえば｢陸軍上等兵｣、｢海軍二等機関兵曹｣、｢陸軍技手｣、｢海軍書記｣、｢準  
 軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  ②の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、 
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地  
４  ③の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してください。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、③の欄に相続人の氏名等を記載  
 するとともに、④の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。ただし、③の欄  
 の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  ⑤の欄は、③の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してください。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  ⑥の欄は、国債の受領を市区町村長に委任した場合には記載しないでください。  
７  ⑦の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する日本銀行の本店、支店、代理店  
 又は国債代理店の名称を記載してください。  
８  最下欄の氏名は、③の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年後見人  
 等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。  
  なお、自署の場合は、押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
九
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の九（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

                       

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（ 8 回目継続）  3－ 24 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  

フリガナ      
生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正   年   月   日  
 ３  昭和  氏   名      

①もとの身分  

  
死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年   月   日  

②除籍時の  
本  籍  等  

  

③  
 

請  
 

求  
 

者  
 

フリガナ      

生  年  
月  日  

※１  明治  
 ２  大正  
 ３  昭和  
 ４  平成  
 ５  令和  

年   月   日  

氏   名  

  
 

  
 

戦没者等との続柄  
  
 

フリガナ    〒  

住   所  
  
 

個 人 番 号              

④
被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死亡年月日  

１平成  
２令和  

年  月  日  
 

氏   名  
 

  
 
 

  
 

戦没者等との続柄  
  
 

⑤  
代  
理  
人  
等  

フリガナ      

区  分  

※  
 １代理人   ２親権者等    
 ３成年後見人等  
 

氏   名  
    

 

フリガナ    〒  

住   所  
  
 

国債の受領を市区町村長に委任した場合は  
そ の 市 区 町 村 長 名  

 

⑥ 国 債 受 領 希 望 取 扱 店 名   

フ   リ   ガ   ナ   

⑦ 国 債 の 償 還 金 の 希 望 支 払 場 所   

戦没者の父母  
等が受けてい  
る給付の有無  
及び受けてい  
る場合の給付  
の種別  

※  01 公務扶助料   21 遺族給与金       33 日本鉄道共済組合殉  
  02 特例扶助料   22 特例遺族給与金             職年金  
  11 遺族年金    31 旧令共済組合殉職年金  34 日本電信電話共済組  
  12 特例遺族年金  32 郵政省共済組合殉職年金   合殉職年金  
   
  90 受けていない  

第二十一回特別給付金国庫債券 (額面金額 100 万円 )を 
受 け た か 受 け な い か の 別 

※  １  受けた  ２  受けない  

上記国庫債券を受けた場合  

裁定通知書の
記号及び番号  

     親Ｈ裁定  
第          号  

国債の記号          号  

  請  求  当  時  の  住  所  

  都道       市区  
  府県       町村  

 
 上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  
 
  令和   年   月   日                   電話            
 
                                                      氏名                    ○印  
  厚生労働大臣  
      知事                       殿  
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（裏面）  
 
記載上の注意  
１  ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  
２  ①の欄は、たとえば｢陸軍上等兵｣、｢海軍二等機関兵曹｣、｢陸軍技手｣、｢海軍書記｣、｢準  
 軍属（徴用工）」等のように記載してください。  
３  ②の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  
 (１ ) 軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲開拓青年義勇  
   隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍されたときの本籍地。  
 (２ ) 準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国民義勇隊員で  
   ある場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の生じた当時その者が配置され、 
   又は出動していた工場、事業場等の名称及び所在地。  
４  ③の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載してください。  
  また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、③の欄に相続人の氏名等を記載  
 するとともに、④の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載してください。ただし、③の欄  
 の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  
５  ⑤の欄は、③の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してください。  
 (１ ) 国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任したとき（１代  
   理人）  
 (２ ) 未成年者のために親権を行う方、又は未成年後見人が代わって請求するとき（２親権  
   者等）  
 (３ ) 成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のためにそれぞれ  
   成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任意後見人が代わって請求する  
   とき（３成年後見人等）  
６  ⑥の欄は、国債の受領を市区町村長に委任した場合には記載しないでください。  
７  ⑦の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する日本銀行の本店、支店、代理店  
 又は国債代理店の名称を記載してください。  
８  最下欄の氏名は、③の欄の氏名を記載してください。ただし、親権者等又は成年後見人等  
 が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。  
  なお、自署の場合は、押印は必要ありません。  
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様
式
第
一
号
の
十
（
第
１
条
関
係
）

様式第一号の十（第１条関係）  
（表面）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
） 

                       

戦没者の父母等に対する特別給付金請求書（ 9 回目継続）  3－ 26 

戦  
 

没  
 

者  
 

等  

フリガナ      
生  年  
月  日  

※  
 １  明治  
 ２  大正   年   月   日  
 ３  昭和  

氏   名  
（姓）  （名）  

①もとの  
身  分  

  
死  亡  
年月日  

※１  昭和  
 ２  平成  
 ３  令和  

年   月   日  

②除籍時の  
本  籍  等  

      都道        
      府県   

③  
 

請  
 

求  
 

者  

フリガナ      

生  年  月  日  

※  
１  明治  
２  大正  
３  昭和  
４  平成  
５  令和  

年  月  日  

氏   名  

（姓）   
 

（名）   
 
 

戦 没 者 等 と の 続 柄  
  
 

住   所  
〒      都道  

府県  

個 人 番 号              

④
被  
相  
続  
人  

フリガナ      
死亡年月日  

１平成  
２令和    

年  月  日  

氏   名  

（姓）   
 
 

（名）   
 

戦没者等との続柄   

⑤  
代  
理  
人  
等  

フリガナ      

区  分  
※  
１代理人  ２親権者等  ３成年後見人等  氏   名  

（姓）  （名）  

住   所  
〒  
        都道        
        府県  

国債の受領を
委任する市区
町長等の名称  

 
⑥国債交付     
 取扱店名  

 

⑦国債の償還金
の希望支払場所  名称  

 
所在地  

都道      市区  

   府県      町村  

戦没者の父母等が  
受けている給付の  
有無及び受けてい  
る場合の給付の種別  

※  01 公務扶助料   22 特例遺族給与金        
  02 特例扶助料   31 旧令共済組合殉職年金              
  11 遺族年金    32 郵政省共済組合殉職年金   
  12 特例遺族年金  33 日本鉄道共済組合殉職年金    
  21 遺族給与金     34 日本電信電話共済組合殉職年金  
  90 受けていない  

第二十四回特別給付金国庫債券(額面金額 100 万円)を  
受 け た か 受 け な い か の 別 

※  １  受けた  ２  受けない  

上  記  国  庫  債  券  を  受  け  た  場  合  

記号及び番号  
     親 I 裁定  
第          号  

国債の記号          号  
  請  求  当  時  の  住  所  

  都道      市区  
  府県      町村  

 
 上記により、「戦没者の父母等に対する特別給付金支給法」の特別給付金を請求します。  
 
  令和   年   月   日                        
                            電話             
 
                                                       氏名                     ○印  
 
  厚 生 労 働 大 臣 
            殿  
    裁定都道府県知事                       
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（裏面）  
 
記載上の注意  
 
1 ※印の欄は、該当する番号を〇で囲んでください。  

 

2 ①の欄は、たとえば「陸軍上等兵」、「海軍二等機関兵曹」、「陸軍技     

 手｣､ 「海軍書記」、「準軍属（徴用工）」等のように記載してくださ  

 い。  

 

3 ②の欄は、戦没者等の身分により次の区分に従って記載してください。  

 (1)   軍人、軍属及び準軍属のうち戦闘参加者、中国における動員学徒、満洲  

    開拓青年義勇隊員、特別未帰還者又は防空監視隊員等の場合は、除籍さ  

    れたときの本籍地  

 (2)   準軍属のうち徴用工、内地における動員学徒、国民勤労報国隊員又は国  

    民義勇隊員である場合は、戦没者の死亡の原因となった負傷又は疾病の  

    生じた当時その者が配置され、又は出動していた工場、事業場等の名称  

    及び所在地  

 

4 ③の欄は、戦没者の父母等が数人ある場合は、被選定人について記載して  

 ください。  

   また、戦没者の父母等の相続人が請求者である場合は、③の欄に相続人の       

 氏名等を記載するとともに、④の欄にも戦没者の父母等の氏名等を記載して

ください。ただし、③の欄の「戦没者等との続柄」への記載は不要です。  

 

5 ⑤の欄は、③の欄の方が次のいずれかに該当する場合のみ記載してくださ      

 い。  

 (1)  国外に居住しているために国債の償還金等の受領を国内居住者に委任し  

    たとき（ 1 代理人）  

 (2)  未成年者のために親権を行う方又は未成年後見人が代わって請求すると  

    き（ 2 親権者等）  

 (3)  成年被後見人、被保佐人、被補助人又は任意後見契約における本人のた  

    めにそれぞれ成年後見人、保佐人、補助人又は任意後見契約における任  

    意後見人が代わって請求するとき（ 3 成年後見人等）  

 

6 ⑥の欄は、記載しないでください。  

 

7 ⑦の欄は、国債の償還金を受け取る場所として希望する日本銀行の本店、      

 支店、代理店又は国債代理店の名称等を記載してください。  

 

8 最下欄の氏名は、③の欄の氏名を記載してください。ただし親権者等又は   

 成年後見人等が代わって請求するときは、その氏名を記載してください。  

  なお、自署の場合は、押印は必要ありません。  
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様
式
第
二
号
（
第
一
条
関
係
）

様式第二号(第１条関係) 

 
 

請 求 者 選 定 届 
 

 

 

厚 生 労 働 大 臣 

                         殿         

        知 事 
 

 

               

 

被選定人 

ふりがな  

戦没者と

の続柄 

 
 

氏名 

 

 

 

  上記の者を、戦没者の父母等に対する特別給付金の請求について、次の者全員の被 

  選定人に選定したことを届け出ます。 

 

令和  年  月  日 

 

住所                        

氏名             印（戦没者との続柄） 

住所                        

氏名             印（戦没者との続柄） 

住所                        

氏名             印（戦没者との続柄） 

住所                        

氏名             印（戦没者との続柄） 

 

27



様
式
第
三
号
（
第
３
条
関
係
）

様式第三号（第３条関係）

第 号

下記のとおり裁定したので通知します。

令和 年 月 日

　 　　 厚生労働大臣 印

都道府県知事

根　　拠　　法
給 付 の 種 別
国 債 の 名 称

券　面　種　別 　 円券 国債の記号 号

死　　亡　　者

請　　求　　者

年　　　月　　　日生

住　　　　　所

注１　国債を受領する際は、この通知書を提示して下さい。

　　なお、国債が交付されるまで、事務手続上多少時間がかかりますのでご承知下さい。

　２　この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、厚

　　生労働大臣に対して審査請求をすることができます。

　３　この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、国が

　　処分を行った場合には国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣）、都道府県知事

　　が処分を行った場合には都道府県を被告として（訴訟において都道府県を代表する者は都道府県知

　　事）提起することができます（なお、処分の通知を受けた日から６か月以内であっても、処分の日

　　から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、処分

　　の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴え

　　は、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければ

ならないこととされています。

（Ａ列４番）

裁　　定　　通　　知　　書

戦没者の父母等に対する特別給付金支給法
戦没者の父母等に対する特別給付金
第　　回特別給付金国庫債券
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様
式
第
四
号
（
第
３
条
関
係
）

様式第四号（第３条関係）

第 号

下記のとおり却下したので通知します。

令和 年 月 日

　

 戦没者等の父母等に対する特別給付金支給法
 特別給付金の請求
        年　　月　　　日

    年      月     日生

注１　この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、厚生労働

　　大臣に対して審査請求をすることができます。

　２　この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、国が処分を

　　行った場合には国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣）、都道府県知事が処分を行っ

　　た場合には都道府県を被告として（訴訟において都道府県を代表する者は都道府県知事）提起することが

　　できます（なお、処分の通知を受けた日から６か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると処分

　　の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、処分の通知を受けた日の翌日から起算

　　して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を

　　受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

（Ａ列４番）

請 求 者

死 亡 者

却 下 理 由

却　　下　　通　　知　　書

厚生労働大臣
印

都道府県知事

根 拠 法
請 求 の 種 類
請 求 年 月 日
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